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宇治市条例第   号  

   宇治市民間集会所環境整備事業費補助金の交付に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、自治会等が自らの負担において集会所等に係 

る環境整備等を行う場合に、本市が民間集会所環境整備事業費補

助金（以下「補助金」という。）を交付することについて必要な

事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

⑴ 自治会等 地域住民によつて組織された自治会、町内会等の  

 組織又はこれらの連合組織をいう。  

⑵ 集会所等 集会所、公会堂その他これらに類する施設をいう 

。 

⑶ 環境整備 次に掲げる行為をいう。 

  ア 集会所等を新築すること。 

イ 集会所等を増築し、改築し、又は修繕すること（ウ及びオ 

に掲げる行為を除く。） 

ウ 集会所等の下水を公共下水道へ流入させるための排水設備

（第５条において「排水設備」という。）を設置すること。 

エ 集会所等の耐震診断を実施すること。 

オ 集会所等の耐震改修を実施すること。 

（補助対象） 

第３条 補助金の交付対象となる自治会等は、自らの負担により集 

会所等の環境整備を行う自治会等とする。ただし、第５条第６号

の補助金の交付対象となる自治会等は、集会所等の運営を行う自

治会等とする。 

２ 補助金の交付対象となる事業は、次の各号に掲げる事業とする

。 

 ⑴ 第５条第１号から第３号まで及び第５号の事業で、当該事業 



に要する費用（集会所等の用地の購入及び造成並びに備品の購

入に要する費用を除く。以下同じ。）が１００，０００円以上

のもの 

⑵ 第５条第４号の事業 

３ 市長は、前項に定めるもののほか、環境整備に係る集会所等の 

 運営に要する費用を負担する自治会等に対し、補助金を交付する 

 。 

 （集会所等の要件） 

第４条 前条の集会所等は、次の各号に定める要件を満たすもので 

なければならない。 

⑴ 自治会等が、自らの負担と責任において集会所等の管理及び 

運営を行うものであること。 

⑵ 地域住民が主として文化的、福祉的諸活動を行うための会議 

、講習会及び研修会を開催する等コミュニテイ活動に使用する 

ものであること。 

⑶ 次に掲げる機能を備えるものであること。 

ア 集会及び対話に必要な機能 

イ 自ら研修し教養を深めるのに必要な機能 

ウ 老人憩いの場として必要な機能 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、次の各号に定めるところによる。 

⑴ 集会所等の新築事業に対する補助金の額は、当該事業に要す 

る費用に２分の１を乗じて得た額とし、５，０００ , ０００円

を限度とする。 

⑵ 集会所等の増築、改築又は修繕（排水設備を設置するための 

集会所等の増築、改築若しくは修繕又は集会所等の耐震改修の

実施のための改築を除く。）に係る事業に対する補助金の額は

、当該事業に要する費用に２分の１を乗じて得た額とし、５，

０００，０００円を限度とする。 

⑶ 排水設備を設置するための集会所等の増築、改築又は修繕に 



係る事業 に対する補助金の額は、当該事業に要する費用に３分 

の２を乗じて得た額とし、１，５００，０００円を限度とする 

。  

⑷ 集会所等の耐震診断事業に対する補助金の額は、当該事業に 

 要する費用に３分の２を乗じて得た額とし、１００，０００円 

を限度とする。 

⑸ 集会所等の耐震改修事業に対する補助金の額は、当該事業に 

要する費用に３分の２を乗じて得た額とし、３，０００，００ 

０円を限度とする。 

 ⑹ 集会所等の運営に係る補助金の額は、当該集会所等の運営に 

要する費用（光熱水費に限る。）の額とし、１年間で５０，０

００円を限度とする。 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする自治会等は、規則で定める

ところにより市長に申請しなければならない。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める 

 。 

附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行し、同日以後の申請に

係る補助金について適用する。 


